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石炭産業の衰退から、
大胆に新事業へ転身
－当社の前身は、創業家の木曽重
義が設立した炭鉱会社（中興鉱業
�）でした。当時所有していた炭
鉱は、中堅規模の炭鉱としては全
国でも屈指の設備と生産性を有し、
「西の中興か、北の羽幌か」とま
で言われた時期がありました。
ところが１９５０年代になり産業
や家庭のエネルギー源が石炭から
石油へとシフトした結果、炭鉱の
閉山が相次ぎ、当社も他の事業へ
の転換を検討せざるを得ない状況
となりました。脱石炭を模索して
いた中、創業家の二代目である木
曽信重は、出張先のアメリカで
「フッ素樹脂」に出会いました。
アメリカでは当時、水道管のシー
ルテープやパッキン、電線の被覆
材料としてフッ素樹脂は広く普及
していましたが、日本ではフッ素
樹脂の市場自体がありませんでし
た。木曽はそこに着目し、１９６３
年に新しいプラスチックである
フッ素樹脂の加工を行う別会社を
設立し、次第に炭鉱事業からフッ
素樹脂の加工を行う化学工業へと
経営の重点を移していきました。
現在では、長崎県松浦市と栃木

県鹿沼市に工場を構え、フッ素樹
脂加工を中心とした製品を製造す
るほか、国内の４ヶ所の支店（東
京・名古屋・大阪・福岡）と海外
の１ヶ所（上海駐在事務所）を営業
の拠点としています。市場ニーズ
に即した製品の開発や新用途の開
拓を行いながら、幅広いマーケ
ティング活動を行っています。
石炭産業の衰退を契機に、「新
素材の加工技術」に会社の未来を
託したベンチャー精神が、今日の
当社を築いたといえます。

高い技術力が、世界へ羽ばたく
－フッ素樹脂は、耐熱性、耐薬品
性、非粘着性、電気絶縁性などの
ユニークな特性をもつ高分子材料
です。当社では製造していません
がフッ素樹脂加工の身近な例とし
ては、「フライパン」などがよく
知られており、焦げ付きにくく汚
れが落ちやすいと言う特徴があり
ます。当社では、この他に類を見
ない性質を持つフッ素樹脂の可能
性に４０年以上も前から着目し、
フッ素樹脂に関するあらゆる加工
技術を確立してきました。特に含
浸（コーティング）製品の分野では
世界屈指の技術を持つ企業と自負
しています。
その技術を使って開発した

「ドーム用屋根膜材」は、東京ドー
ム、西武ドームといった多数の
ドーム球場やさまざまな建造物の
屋根膜材料として採用されていま
す。本製品は、ポリカーボネート
板やカラー鋼板といった他の建材

と比較すると、耐候性や柔軟性に
優れている上に、透光性も確保で
きるなど、優れた性能を持つ素材
です。その実績から、国内はもと
より、バンコクの空港や、北京オ
リンピックのメインスタジアム
（通称：鳥の巣）のほか、今年開催
される「２０１０ＦＩＦＡワールドカッ
プ南アフリカ大会」のスタジアム
にも使用されています。当社の技
術力が世界からも高い評価を受け
たものと、大変光栄に思っており
ます。
この他、当社が手がけるフッ素
樹脂製品のマーケットは、半導
体・通信・自動車・食品・化学・
建築と産業界の幅広い分野を対象
としており、製品としては、チュー
ブ、シートなどの素材から粘着
テープ、ベルト、衛星放送のアン
テナ、宇宙開発用ロケットの部品
まで多岐にわたっています。

技術とノウハウで、
高度な付加価値の創造を
－現在、当社のコア技術である
「フッ素樹脂コーティング技術」を
新しい樹脂にも応用することで、
新分野を開拓することを目指して
います。
最も注力しているものは、シリ
コーンコーティングの技術です。
この技術を「自動車用サイドカー
テンエアバッグ（横転事故の際に、
運転者と同乗者の頭部の保護を目
的とするエアバッグ）」に応用さ
せることに成功し、２００７年より
専用工場（松浦市）で本格生産に踏

中興化成工業 株式会社
代表取締役 社長執行役員・ＣＯＯ

庄野 直之氏
■設 立：１９６３年３月
■所 在 地：本社：東京都港区 福岡本部：福岡県福岡市
■従 業 員：４７４名
■事業内容：フッ素樹脂加工（粘着テープ、ベルト、プリント基板、

ドーム用屋根膜材、各種成形品、加工用素材など）
■事業拠点：東京・名古屋・大阪・福岡（支店）、上海（駐在事務所）

長崎県松浦市・栃木県鹿沼市（工場）
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み切っています。当社の製造する
エアバッグは、「より薄く、より
強く」といった目標を自らに課し、
コーティング層の厚みを約半分に
減らすことで、エアバッグの軽量
化や省スペース化を実現するなど、
顧客の要求を満たすものであると
自負しています。こうした努力の
甲斐あって、日本国内だけに留ま
らず、世界中のメーカーから引き
合いが来ているところです。さら
に、アメリカでは２０１３年までに
サイドカーテンエアバッグの完全
義務化も予定されており、需要増
加に期待を膨らませています。

時代に先駆けた、
環境事業への挑戦
－今でこそ、産業界を挙げて環境
問題に取り組んでいますが、当社
では自然環境の中で微生物の働き
により水と炭酸ガスに分解され、
焼却した場合でも有害ガスが発生
しない「生分解性プラスチック」
の商品開発に二十数年前から取り
組み、実用化に成功しています。
当社が得意とする「フィルム加工」
の技術を「生分解性プラスチック」
に応用させた「環境配慮型ゴミ袋」
は全国の６０ヵ所を超える自治体

に採用されているほか、２００５年
に開催された愛知万博では、会場
内の公式ゴミ袋として採用されま
した。今後も継続して、時代を先
取りした製品開発や市場開拓にも
活路を探ってまいります。

樹脂加工を武器に、
ソリューションの提供を
－フッ素樹脂の持つ可能性は、ま
すます広がりを見せており、私自
身も業界団体である日本弗素樹脂
工業会の会長として、素材の良さ
や高い加工技術について社会的認
知度を高めるよう努めています。
さらに当社の使命は顧客の課題
を見つけ、解決することにありま
す。製品を製造・販売するのもそ
の為の手段に過ぎません。社員に
はこの観点に立ち、現在の目の前
の仕事の枠にとらわれないように
常々話をしています。マーケティ
ングとイノベーションが企業の根
幹と信じるが故です。
今後もお客様と一体となって商
品開発に邁進し、他社が真似の出
来ない付加価値を創造することで、
多様化、高度化する産業界のニー
ズに対し、全力で応えてまいりま
す。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

時代の流れと共に、優れた特

性を持つ「フッ素樹脂加工」に

対するニーズは多様化していま

す。身近なところから宇宙にま

で広がる「フッ素樹脂加工」の

応用は、当社の技術力と創造力

の賜物であると思います。今後

もフッ素樹脂で培われた高度な

コーティング技術を応用されな

がら、産業界のニーズに応え、

常に一歩先を進みつづけ、世界

に羽ばたく製品を生み出される

ことを大いに期待しています。

サイドカーテンエアバッグ

松浦工場（長崎県松浦市） 工場視察の様子 工場内部の様子

当社の屋根膜材を使用した北京五輪メインスタ
ジアム「鳥の巣」

ＳＣ工場（長崎県松浦市） 左から吉田本店営業部長、谷頭取、庄野社長、今里松浦事業本部長
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鶏４００羽からの出発

－当社の創業は、今から４１年前
の１９６９年（昭和４４年）です。私が
２０歳の時に脱サラし、故郷の菊
池で４００羽の養鶏を１人で始めま
した。創業時よりスーパーに日参
して棚を提供してもらい、「産み
たてのあったかい卵を、直接お客
様へお渡ししたい」という強い思
いを伝えながら、徐々に販路を切
り開いていきました。
１９７７年（昭和５２年）には、２人の
実弟が経営に参加し、養鶏をビジ
ネスとしてより付加価値のあるも
のに高めようと取り組み始めまし
た。４年後の８１年（昭和５６年）に有
限会社松岡食品養鶏センターを設
立、養鶏に食鳥処理加工を加え業
容を拡大しました。その後、８９
年（平成元年）に販売会社として
コッコグループを設立。９５年（平
成７年）に両社の合併により設立
したのが、農業生産法人である有
限会社コッコファームです。その
間、分散していた小さな養鶏場を
一箇所に集約することで、飼料の

輸送コスト削減にも取り組み経営
の効率化を図りました。
当初鶏４００羽でスタートした養
鶏事業も、現在では１０万羽を保
有するまでに経営規模を拡大して
います。

お客様との直接の結びつきを重視

－当社は、「絶対安心・安全」を
モットーに自然の恵みに感謝しな
がら生産者直売の“たまごづくり”
を行っています。
具体的な取り組みとして品質管
理の国際規格である「ＩＳＯ９００１」
を取得し、更に食品衛生管理方式
である「ＨＡＣＣＰ」も導入しま
した。また、創業時から自社で一
貫した鶏卵の生産から販売までを
手がけており、この生産直販によ
る試みは、最近よく見られる農産
物直売店の先駆けとなっています。
その後も「ふれあい館（直売店）」
やオムライスと親子丼専門店の
「健食館（飲食店）」をオープンし、
現在では年間４７万人のお客様に
来場いただいています。特に「ふ
れあい館」では、鮮度にこだわっ
た「朝取りたまご（商品名）」を生
産現場ならではのオリジナルパッ
ケージに詰めて販売しています。
毎朝１０時からお客様が途切れず
行列になる程、大変好評をいただ

いています。
また、当社では経営理念の一つ
に「お客様の声こそ宝」を掲げ、
アンケートのご要望等に対して全
社員をあげてスピーディーに取り
組むことで、お客様と信頼関係の
構築を図っています。

「人づくり」にも注力

－当社は、お客様に満足していた
だくためには、社員自身の満足の
追求と社員教育が重要と考えてい
ます。「家族的なつきあい、社員
を平等に扱う、温かみのある会社」
を当社の社風としています。毎年
７月に社員とその家族のために
バーベキューやカラオケ大会等を
行う“夏祭り”を本社敷地内で開
催しています。
また、研修所や社員宿泊施設を
完備し、社員教育に努め、「人づ
くり」にも注力しています。

「過疎こそ宝」が理念

－当社では、「地域との共生」を
経営理念として掲げ、地域発展の
一翼を担う企業を目指しています。
菊池は、時代の流れとともに過疎
化が進んでいますが、一方で名水
等の豊富な自然に恵まれています。
この豊かな自然により育まれるこ
とで、上質な鶏や卵の生産が可能

有限会社 コッコファーム
代表取締役

松岡 義博氏
■創 業：１９６９年４月 ■設 立：１９９５年１０月

■所 在 地：熊本県菊池市 ■資 本 金：１，０００万円

■従 業 員：１２０名

■事業内容：養鶏及び農産物の生産販売、食品の加工販売、

人材育成のための教育事業

■営業拠点：熊本県菊池市（本社・直売店「ふれあい館」・飲食店「健食館」）
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となっています。
また、過疎地域の雇用状況を考
え、地元の高齢者を積極的に採用
しています。私は、「過疎こそ宝」
という思いから地元の豊富な自然
や人材を活用することが、農村地
域におけるビジネスの成功に繋
がっていると考えます。このよう
な地域と密着した取り組みが、当
社の「強み」となって、地元の方
から高い評価をいただいています。

次の１０年、２０年を見据えて

－当社では、２０００年（平成１２年）
に将来ビジョンとして「２０１０年
構想」を描き、「都市と農村の交
流拠点」、「農業の未来」、「地域の
未来」、「環境の未来」という４つ
のテーマに取り組んでまいりまし
た。２０１１年１月には、「２０１０年構
想」の節目としてマルチメディア
センター「たまご庵」が完成いた
します。
当センターは、更に「地域との

共生」を図っていくための施設と
して農産物直売店やレストラン、
農産加工施設、起業家支援施設を
備えています。起業家支援施設で
あるインキュベーションセンター
では、入居する異業種の方々に菊
池の「農業を活かしたまちづくり」
や「地域の活性化」に取り組んで
いただき、菊池発のビジネスモデ
ルを全国に発信していきたいと考
えています。
特に農業ビジネスに関しては、
私が日本農業法人協会の会長職に
あることもあり、菊池市と連携し
官民共同で新たなビジネスモデル
の構築に取り組んでまいります。
また、来年は当社の株式会社化
と同時に長男に事業を承継する予
定であり、次の１０年、２０年に向
けてのスタートの年でもあります。
今後は、４つのテーマを更に深化
させ、「たまご庵」を中心に循環
型テーマパーク（エコタウン構想）
の実現に取り組んでまいります。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 林 謙治

「産みたてのあったかい卵を、

直接お客様へお渡ししたい」と

いう創業時からの理念が、今日

の当社の飛躍的な発展に繋がっ

たと拝察いたします。現在「ふ

れあい館（直売店）」では、菊池

の農産品を販売する等、農家の

方々と上手く連携をとりながら、

菊池に多くのお客さまを呼び込

む原動力として地域の発展に貢

献されています。今後も菊池か

ら全国へビジネスモデルを発信

して行くことで、地域との共生

や発展に大きく寄与されていか

れることを祈念しています。

「たまご庵」のイメージ図 「ふれあい館」のたまごコーナー

オリジナルパッケージに詰められた「朝取りたまご」 視察風景 左から平井支店長、林頭取、松岡社長、松岡専務
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医療機器販売で躍進
－当社の創業は１９６６年（昭和４１
年）に遡ります。当時３０歳だった
私は、義母が経営するゴム・プラ
スチックの販売会社である株式会
社三信ゴム（グループ会社のアイ
ティーエックス株式会社の前身）
を手伝うため、東京から長崎に移
り住みました。また、当社の前身
である市川商事を創業したのもこ
の時期です。
創業時は、三信ゴムと市川商事
の「２足のわらじ」で働いていま
した。その後、三信ゴムの事業が
順調になり、私は市川商事の経営
に専念しました。
市川商事は、当初三菱重工業株
式会社の宇宙ロケットに使われる
機器部品や三菱高島炭鉱坑内で使
用されるガス探知機等の販売を主
力としていましたが、取引先の日
機装株式会社が６７年（昭和４２年）
米国より人工腎臓装置を国内に輸
入販売する事になり、当社が九州
一円の販売代理店として活動を開
始し、医療機器販売業に参入した

ことが躍進への大きな契機となり
ます。その当時、人工透析は最先
端医療であり、７０年（昭和４５年）
に長崎大学病院が人工腎臓装置を
導入して頂いたことで、当社の認
知度が高まりました。
８７年（昭和６２年）には、社名を
市川商事株式会社から現在のアイ
ティーアイ株式会社に変更しまし
た。
営業拠点も長崎をスタートに九
州・山口全域、東京、関東にまで
拡大し、現在では、アイティーア
イグループ５社の年商は４９９億円、
従業員数は５５５名にまで成長して
います。

使命感を持って最先端医療に挑む
－当社が人工腎臓装置（透析機械）
の取り扱いを始めた頃は、人工透
析の治療に医療保険の適用がなく、
治療費は全額自己負担でした。こ
のため、治療が普及しにくいこと
もあり、不採算の時期が続きまし
たが、医療保険の適用を受けると、
人工腎臓装置の需要は急増し、当
社の業績も大きく伸びました。
当社では、３０年前から透析関
連商品の他、ペースメーカーや画
像診断機器等の商品も取り扱って
います。これらの商品は、当時、
最先端の特殊な医療機器であった
ため、市場ニーズを掴むのに大変

苦労しました。しかし、現在では
当社の主力商品となり、売上に大
きく貢献しています。このように
最先端医療機器の販売にチャレン
ジすることで、当社はビジネス
チャンスを掴んできました。
これらの経験を踏まえ、私は地
域の医療機関や多くの患者様に対
して、継続的にサポートをするこ
とが「医療機器販売において欠か
せない」と強く感じています。患
者様や医療の現場をサポートする
中で、「不採算だから止める」と
いうことは出来ません。従って、
この事業は強い使命感や社会的責
任感を持って取り組まなければな
らないと考えています。

会社の発展は人材教育にあり
－当社は、毎年新入社員に対して
１０日間程度の合宿研修を行いま
す。この研修は、当社の経営陣や
医療機器メーカーの方達が講師と
なり、「当社の社員として」「社会
人として」「医療機器業界につい
て」等、様々なテーマで構成され
ています。この研修が終了すると、
社員は営業現場へ配属されます。
１年後にはフォローアップ研修を
実施するなど、社員教育には特に
注力しています。
また、中堅社員が後輩へ営業力
強化、商品内容・技術の取得を目

アイティーアイ 株式会社
代表取締役会長

市川 雅夫氏
■創 業：１９６６年１１月 ■設 立：１９６７年７月
■所 在 地：長崎県長崎市 ■資 本 金：９，６６０万円
■従 業 員：３４７名
■事業内容：医療機器、医療消耗品、産業機器販売
■営業拠点：長崎市（本社）、福岡・北九州・久留米・長崎・佐世保・

大村・熊本・八代・大分・宮崎・鹿児島・沖縄（支店）、
その他１２営業所
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的とする研修も行います。これは
後輩への教育と同時に、中堅社員
の育成も兼ねています。講師とな
る中堅社員は、責任感を持って懸
命に研修に取り組み、この経験を
通じて大きく成長します。
当社では、このように新入社員
だけではなく中堅社員に対しても
研修の場を設けています。これは、
会社の成長や発展はひとえに人材
教育にあるという思いからです。

在宅医療
～将来の取り組みとして～
－当社は、設立以来４０年かけて
九州・山口を中心に販売ネット
ワークを築いてまいりました。こ
れまで様々な最先端医療機器を地
域の医療機関に対して提供してま
いりましたが、現在、在宅医療分
野にも注力しています。
８２年に私が渡米した際、米国
における在宅医療の普及を目の当
たりにしました。米国では、患者

様の退院後のケアのため、ご家族
が容易に取り扱える医療機器を医
療機関がレンタルしていました。
私は、いずれ日本でも在宅医療の
必要性が高まると確信し、在宅医
療機器の普及にいち早く取り組み
ました。思うに任せず苦労もしま
したが、在宅医療を重視するとい
う医療制度改革の方向性と合致し
たこともあり、徐々に軌道に乗り
始めています。
当社は、新しいビジネスに積極
的に取り組むことで、実績を積み
重ねてまいりました。また、永年
このように地域医療に貢献できた
のも、会社の設立地である長崎を
はじめ九州、山口のお客様並びに
周りの方々の温かいご協力、ご指
導のお蔭と心より感謝しています。
当社は、業界トップクラスの企業
となることを目標として、今後も
引き続き社員一同更なる努力を
行ってまいります。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

当社は、日進月歩の医療業界
において、常に先見性を持ち、
最先端医療機器の販売に永年取
り組んでこられました。また、
総合的な医療環境作りへの地道
なサポートの積み重ねが、今日
の医療機関との厚い信頼関係の
基礎になっているものと推察い
たします。
高齢化社会を背景に、地域医
療の重要性は高まっています。
その中で、当社が九州・山口は
もとより全国各地で、地域医療
の発展に益々貢献されていかれ
ることを祈念致します。

ＣＴ（全身用コンピュータ断層撮影装置） 人工腎臓装置 研修風景

入社式 朝礼風景 左から鬼木頭取、市川会長、前田長崎営業部長
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製造業
41.6％

卸売・
小売業
14.1％

その他
15.0％

金融・保険業
8.3％

N=2,107,768

情報通信業
7.9％

運輸業
4.4％

医療・福祉
3.1％

建設業
2.8％

教育・学習支援業
2.8％

労働者派遣法改正の動きと中小製造業の対応について

1,000人以上

300～999人

100～299人

30～99人

5～29人

全体

0 20 40 60 80 100（％）

93.3

73.1

53.0

28.7

10.1

13.8 N=11,647

従業者数

図１ 事業規模別派遣労働者が就業している
事業所数の割合

（出所）厚生労働省「平成２０年派遣労働者実態調査」

はじめに

「雇用が不安定な派遣労働者の保護強化」を

目的とした労働者派遣法の改正案が本年３月１９

日に閣議決定され、国会での審議が開始されま

した。今回の改正のポイントとしては、「製造

業への労働者派遣」や「登録型派遣＊」の原則

禁止等が挙げられます。

今回の調査では、改正の内容とともに、特に

影響が大きいと考えられる中小製造業における

対応等についてレポートします。

１．労働者派遣の現状

リーマンショック以降、労働者派遣の状況は

大きく変化

労働者派遣事業には、「特定労働者派遣事業」

（以下、「特定派遣」）と「一般労働者派遣事業」

（以下、「一般派遣」）の２種類があります。特定

派遣とは、常用雇用労働者のみを派遣の対象と

する事業をいい、それ以外の労働者派遣を一般

派遣といいます。一般派遣には、登録型派遣や

短期・日雇の派遣などが該当します。

特定派遣と一般派遣を合わせた全国の派遣労

働者数をみると、２００４年度は８９万人であったの

が、０８年度には２０２万人に達するなど急ピッチ

で増加し４年間で２倍以上となりました。

その後、２００８年９月のいわゆるリーマン

ショック以降、労働者派遣の状況は大きく変わ

り、厚生労働省の調査によると、期間満了や中

途解除などで派遣契約が終了した労働者数（本

年３月末まで）は、累計で１５万人となりました。

その多くは製造業従事者で占められています。

従業者数１００人未満の事業所においては３割が

労働者派遣を利用

また、厚生労働省の「平成２０年派遣労働者実

態調査」によると、派遣労働者が就業している

事業所数の割合は全体で１割強（１３．８％）となっ

ています（図１）。従業者数が多い事業所ほどそ

の割合は高くなっており、１，０００人以上の事業

所では９割（９３．３％）を超え、１００人未満（３０人以

上）の事業所においては３割が労働者派遣を利

用しています。

産業別構成比では製造業が約４割を占める

次に、産業別での派遣労働者の構成比をみる

と、製造業が４１．６％と他の業種と比較して圧倒

的に高い割合を占めています。そのほかの産業

産業調査

Keyword
＊登録型派遣：仕事が発生した時のみ雇用契約を結んで派遣する方式

図２ 産業別派遣労働者の構成比

（出所）厚生労働省「平成２０年派遣労働者実態調査」
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表１九州各県別での派遣労働者数の内訳
（単位：百人）

（注）２００８年６月１日時点の集計値
（出所）厚生労働省「平成２０年度 労働者派遣事業報告」

合計 特定派遣 一般派遣製造業
従事者

全国 ２０，２２０ ５，５８１ ３，０９０ １７，１３０

福岡県 ７３３ １７８ ８４ ６４９

佐賀県 ６０ ３０ ８ ５２

長崎県 ９８ ３７ ３７ ６２

熊本県 １７２ ７１ １９ １５３

大分県 １１６ ５８ １９ ９７

宮崎県 ６０ ２４ ８ ５２

鹿児島県 ８１ ２８ １７ ６５

九州計 １，３２０ ４２７ １９１ １，１２９

表２ 労働者派遣法改正案の主なポイント

製造業務への派遣の原則禁止

派遣会社と１年を超える契約を結ぶ「常用型」を除き、製造
業務への派遣は原則禁止

登録型派遣の原則禁止

専門的な能力が必要とされる２６業務等は除き、「登録型派遣」
は原則禁止

短期・日雇派遣の禁止

２ヵ月以下の短期派遣を禁止

均衡待遇の促進

同一業務に就く派遣先企業の従業員との待遇の均衡を促進

違法派遣の場合における直接雇用の促進

禁止業務への派遣など、違法派遣があった場合、派遣社員は
派遣先と直接雇用契約を結ぶことができる

（出所）厚生労働省発表資料等を基に
ふくおかフィナンシャルグループ作成

では、卸売・小売業１４．１％、金融・保険業８．３％、

情報通信業７．９％などが続いています（図２）。

九州の派遣労働者の状況

九州７県の０８年度の派遣労働者数は１３２千人

で、最も多い福岡県（７３千人）に約５割が集中し

ています。次に熊本県（１７千人）、大分県（１２千

人）が続いています。全体の３割強にあたる４３

千人が、製造業に就業しています（表１）。

また、リーマンショック以降、厚生労働省の

調査では、九州において派遣契約が解除等と

なった派遣労働者の人数（２００８年１０月から本年

３月末の累計）は、１２千人に上ると報告されて

います。

２．労働者派遣法改正案の概要

前回２００４年の労働者派遣法改正では、派遣

対象が製造業や医療関連業に拡大されたほか、

業務により限定されていた派遣受入れ期間の延

長などが行われました。

その後、０６年に偽装派遣、０９年には製造業の

大幅減産に伴う派遣労働者の雇い止めが社会問

題となりました。これに対応し雇用の安定を図

るため、今回の改正では「製造業務への派遣」

や「登録型派遣」を原則禁止とするなど、規制

が大幅に強化される予定です（表２）。ただし、

「製造業務への派遣」でも派遣会社と１年を超

えて雇用契約を結ぶ「常用型」や、「登録型派

遣」のうち通訳やソフトウェア開発など「専門

２６業務＊」は、例外的に認められます。

そのほか、管理が行き届きにくい雇用形態で

ある短期・日雇派遣の禁止、同一業務に従事し

ている派遣先従業員との均衡待遇の促進、違法

派遣等の場合において派遣労働者は派遣先と直

接雇用契約を結べる措置、などの案が改正案に

盛り込まれています。

今回の労働者派遣法改正には、製造業派遣と

登録型派遣の原則禁止について、改正法公布日

から施行まで３年以内の猶予期間が設けられて

います。また、登録型派遣であっても業務によっ

ては特例措置として、施行日からさらに２年間

猶予できるとしています。

Keyword
＊専門２６業務の内訳：ソフトウェア開発、機械設計、放送機器等操作、放送番組等演出、事務用機器操作、通訳・翻訳・速記、秘書、ファ

イリング、調査、財務処理、取引文書作成、デモンストレーション、添乗、建築物清掃、建築設備運転・点検・整
備、案内受付・駐車場管理等、研究開発、事業の実施体制の企画・立案、書籍等の製作編集、広告デザイン、イン
テリアコーディネータ、アナウンサー、ＯＡインストラクション、テレマーケティングの営業、セールスエンジニ
アや金融商品の営業、放送番組等における大道具や小道具
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欠員補充等必要な人員を
迅速に確保できるため

一時的・季節的な業務量
の変動に対処するため

専門性を活かした人材を
活用するため

軽作業、補助的業務等を
行うため

常用労働者数を抑制する
ため

雇用管理の負担が軽減さ
れるため

1,000人以上
30～99人 5～29人

300～999人 100～299人

0 20 40 60 80 100（％）

N=1,167

（出所）厚生労働省「平成２０年 派遣労働者実態調査」

図３ 派遣労働者を活用する理由（複数回答）

派遣事業の仕組み

派遣元 派遣先

派遣労働者

労働者
派遣契約

労働契約 指揮・命令

請負事業の仕組み

請負元 請負先

請負労働者

請負契約

雇用契約 労働力の提供

指揮・命令は不可

指揮・管理

図４ 派遣事業と請負事業の仕組みの違い

（出所）各種資料を基にＦＦＧ作成

３．法改正により想定される企業への影響

業務量の変動への迅速な対応が困難に

厚生労働省が行った調査によると、事業所が

派遣労働者を活用する理由として、事業所規模

の大小に関わらず「欠員補充等必要な人員を迅

速に確保できるため」、「一時的・季節的な業務

量の変動に対処するため」といった項目の回答

割合が高くなっています（図３）。すなわち、従

来、派遣労働者の活用によって業務量の変動に

対応した人員調整が迅速に実施できていたのが、

法改正後は困難になると考えられます。

小規模事業所では雇用面での管理負担が増大

また、規模が小さい事業所ほど派遣労働者活

用の理由として「雇用管理の負担が軽減される

ため」という項目を挙げる割合が高くなってお

り、法改正による雇用面での管理負担の増大が

懸念されます。

４．派遣労働者法改正に対する製造業の対応策

今回の改正によって最も影響が及ぶのは、労

働者派遣が原則禁止される製造業であると考え

られます。受注量の急激な増減、多品種少量生

産、短期納品等への対応の手段として、派遣労

働者が大きな役割を果たしていたからです。

労働者派遣法改正後の具体的な対応としては、

①直接雇用の拡大、②請負会社の活用の二つが

考えられます。

「派遣」と「請負」事業の違いは指揮・命令

権の所在の有無

派遣事業と請負事業の仕組みについて、図

４に示します。派遣事業では「派遣元」と「派

遣労働者」の間に労働契約が、「派遣元」と

「派遣先」の間に労働者派遣契約が結ばれま

す。請負事業では「請負元」と「請負労働者」

の間に雇用契約が、「請負元」と「請負先」の

間に請負契約が結ばれます。二つの事業の大

きな違いは、「労働者」に対する「指揮・命

令権」の所在です。派遣事業の場合は派遣先

企業が派遣労働者を指揮・命令しますが、請

負事業では請負先は請負労働者に指揮・命令

ができません。請負元が業務管理とともに、

指揮・命令を行います。

中小製造業の対応のポイントは「業務の標準化

や見える化」と「人材戦略の再構築」

大手製造業においては、既に直接雇用の拡大

産業調査
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主な対応策 中小製造業における課題 中小製造業の対応のポイント

業務の標準化や見える化�

直接雇用の拡大�

請負会社の活用�

・優秀な人材の確保
・採用・教育コスト増加
・人件費の固定化・増加

→正社員やパート・アルバイト等
　誰でも一定水準の作業ができる
　よう業務を標準化
→自社業務の平準化を図るために
　見える化
→請負会社等外部の企業へ委託可
　能な業務の把握も可能に

請負として委託するための業務・
製造ラインの切り分け

人材戦略の再構築�
→自社の経営戦略上、どのような
　人材（正社員・パート等）がど
　の程度必要なのか把握し、人材
　戦略を再構築化

や請負会社の活用により、法改正への対応を進

めている企業もあります。

直接雇用の拡大については、パートやアルバ

イトなど契約社員の採用が中心になるとみられ

ますが、中小製造業において、「優秀な人材の

確保」、「採用・教育コスト増加」、「人件費の固

定化・増加」といった課題は、大手製造業より

もハードルが高くなります。

また、請負会社を活用するにあたって必要と

なる業務・製造ラインの切り分けは、中小製造

業にとって、容易でない場合が多いと考えられ

ます。

このような課題の対応としては、以下のポイ

ントを挙げることができます。まず、業務の「標

準化」や「見える化」などによる合理化です。

一部の正社員のみが行っている業務を、契約社

員でも一定レベルの水準で作業できる様に「標

準化」を進めます。

その一方で、自社の生産プロセスを明確にし、

プロセス進捗率や作業量の数値化など、自社業

務の「見える化」を図ることで、社内工程のバ

ラツキを排除し、作業量を平準化することがで

きます。これらの作業により、請負会社など外

部企業へ委託する業務の把握も可能となります。

業務の「標準化」や「見える化」を進めるこ

とで、自社業務に必要な人材と人員数も明確に

なります。これらのことを踏まえて、人材募集

方法や人事制度の見直し、契約社員のスキル

アップによる戦力化など、「人材戦略の再構築」

が必要となってきます。

また、中小製造業では発注元から注文を受け

て生産する「受注型」の企業が多くみられます。

製造業のコンサルティングに多く携わるアット

ストリーム株式会社は、「自社への発注状況の

分析や発注元との情報連携を増やし、その情報

を基に生産体制を計画的に整えるなど、自社ビ

ジネスを『計画型』に変えていく取り組みが重

要」と指摘しています。

今回の法改正をきっかけとし、発注元に働き

かけながら情報のやりとりや共有のあり方を見

直すことも、直接雇用や請負活用による費用増

加の抑制に繋がると考えられます。

おわりに

労働者派遣を利用している企業は法改正施

行までの猶予期間を利用し、自社業務の見直し

に取り組まなければなりません。契約社員や請

負会社を活用し、限られた経営資源を「コア業

務」に集中させることが求められています。

対応策の検討に際しては、自社だけでなく、

各県に設置されている「中小企業支援センター」

や外部コンサルタントなどの専門機関を活用す

ることも有効です。

（島浦 誠・花谷 禎昭）

図５ 中小製造業における派遣労働者法改正への対応策

（出所）各種資料を基にＦＦＧ作成
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振動の発生�

バネやダンバなどで吸収�
熱として廃棄�

移動子� 固定子� 発電機�

構造が簡単!!

移動子�移動方向�

筐体�コイル�

振動をエネルギー源�
として有効利用�

し ー ず

し ー ず�

し ー ず�

電気自動車の新しい�
技術の一つとなれば�
いいですね�

―大学発 シーズ紹介―
しーず君
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ー
ず�

し
ー
ず�
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ー
ず�
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日常生活の中で発生するあらゆる「振動」が
電気に変わる！
～未来のエコ電気の開発に挑戦～

たかはらけん じ

福岡工業大学 工学部電気工学科 高原健爾 准教授
私たちの身の回りには、日頃、気に留めない様々な“振動”が存在しま
す。例えば、自動車、電車、橋、人通りの多い道路や床…。これらの振
動の多くは、不快な音や揺れとなって放出されています。特に自動車や
電車の場合、この不快な振動は、バネやショックアブソーバなどと呼ば
れる特殊な部品で振動自体を吸収し、熱に変換して空気中に廃棄されて
います。今回は、この無駄(?)に失われてしまう振動をうまくエネルギー
化し、再利用するためのユニークな研究をご紹介します。

先生の自己紹介をお願いします

先生 大学では、“振動に関する研究”と“水素
発生に関する研究”の２つの分野について取り組
んでいます。一見、これらの研究は異分野のよう
ですが、自動車技術などに融合させて応用したい
と考えています。研究室では、連日、学生たちと
の熱い議論の中で、研究を進めています。

この研究に取り組まれた背景は何ですか？

先生 私たちの暮らしの中には、多くの“振動”
が存在しますが、特に自動車や電車などの走行中
に発生する振動の場合、乗客等の快適性を高める
ために、バネやショックアブソーバ等で振動（時
には衝撃）を吸収する構造となっています。しか
し、振動吸収時に発生する不要なエネルギー（熱）
が、大気中にどんどん放出されているという問題
があります。
地球温暖化や環境問題が声高に叫ばれている中、
化石燃料の代替物としてクリーンエネルギーや電
気エネルギーに注目が集まっていますが、私の研
究室では、この振動による無効な放出エネルギー
を何とか電気エネルギー源として回収できないか
と研究を進めているところです（図１の上部）。

どんな技術ですか？

先生 私の研究室では、この振動エネルギーを効
果的に利用するために、永久磁石が上下運動しな
がら、一定水準の電気を発生させる直線動作型発
電機“リニアジェネレータ”の開発・制御に関す
る研究を行っています（図１の下部）。
自動車や電車などの振動は主に上下方向に起こ
ります。その揺れの大きさや速さはそれほど大き
なものではないので、当然そのエネルギーも大き
くありません。従って、このエネルギーを有効に
使うためには、ロスをできるだけ小さくして、電
気エネルギーに変換する必要があります。そのた
めには、直線運動のまま電気エネルギーに変換す
ることが有効だと考えています。
そこで私たちは、この直線運動型発電機の構造
を検証し、より発電力の高いリニアジェネレータ
の開発に取り組んでいます。現在は、試作機をサ
スペンションに組込み、実験を行っています。

企業の皆様へ一言お願いします

先生 実用化に当たっては、構造上クリアしなけ
ればならない課題はあるものの、私たちのリニア
ジェネレータを用いれば、車両の振動を効率的に
エネルギーとして回収・蓄電し、車載電装品等の
補助電源として再利用できるものと考えています。
自動車のサスペンション部分、ビルや橋などの
建造物、潮力発電など様々な振動を伴う環境で応
用が期待できそうです。自動車部品関連や工作機
械メーカーなどの皆様と一緒に、実用化に向けた
開発を行ないたいと考えています。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング 担当：今泉
ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第１３回）

先生（上列中央）と研究室の学生の皆さん

図１ 振動によるエネルギーとその活用
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中国の消費を支える銀聯カードREPORT

はじめに

日本を訪れる中国人観光客の増加に伴い、日

本国内でも百貨店や家電量販店、ホテルなどを

中心に、中国のカード決済サービスである「銀

聯（ぎんれん）」を利用できる店が増えています。

２００７年には中国に渡航する日本人向けに銀聯を

付帯したカード（銀聯カード）も登場し、その注

目度は年々高まっています。今回はこれらの動

きを踏まえ、銀聯カードの概要、中国での普及

理由及び日本での利用状況等についてレポート

します。

１．銀聯カードの概要

「銀聯」とはキャッシュカードを利用した中

国のカード決済サービスの呼称です。銀聯カー

ドは、ビザやマスターカード等の一般的なクレ

ジットカードとは仕組みが異なり、いわゆるデ

ビットカードに分類されます。※

０２年に中国の中央銀行にあたる中国人民銀行

の主導により、異なる省や銀行間での決済をス

ムーズに行うための機能の導入を目的として、

銀行間決済ネットワークの運営会社である「中

国銀聯」が設立されました。このネットワーク

には、中国国内の１７０以上の銀行が加盟してい

ます。加盟銀行が発行するキャッシュカードに

は、銀聯のロゴマーク（ＵｎｉｏｎＰａｙ銀聯）が

付けられ、ＡＴＭで現金の引き出しが出来るだ

けでなく、日本のデビットカードのように、店

頭での買い物の支払いにも利用されています。

利用者は支払いの際に店頭で銀聯カードを提示

し、暗証番号を入力の上、明細にサインを行う

ことで、銀行口座から代金が即時に引き落とさ

れ、支払いがその場で完了する仕組みとなって

います。

銀聯ブランドのカードは、現在世界中で約２１

億枚（１０年１月末現在）発行されており、中国国

内を中心に小売店やホテルなどの加盟店１５７万

店以上（０９年１２月末現在）で利用が可能です。中

国銀聯は海外の銀行やカード会社との提携を積

極的に進めており、中国本土以外での銀聯カー

ドの利用も拡大してきています。中国本土以外

のネットワークは０４年の香港、マカオに始まり、

０５年以降は日本、韓国、タイ、シンガポールと

いったアジア諸国から欧米へ広がるなど、昨年

末までにそのネットワークは９０の国と地域にま

で拡大し、世界の主要地域をほぼ網羅していま

す。

※一部クレジット機能を付帯しているカードもあります

２．中国で銀聯カードが普及する理由

銀聯カードの普及は今なお拡大しています。

中国国内では現金決済に次ぐ一般的な決済手段

として、利用できる店舗数はビザやマスター

カードなど国際ブランドのクレジットカードが

海外リポート

銀聯ロゴマーク付きの銀行キャッシュカード及びクレジットカード
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利用できる店舗数の３倍以上もあると言われて

います。

銀聯カードがこれほど普及した背景には、幾

つかの要因が挙げられます。まず中国では、ク

レジットカードがあまり普及していなかったこ

とがあります。中国には個人信用情報機関が無

く、個人向け与信システムの構築が遅れている

ことが影響しています。

その為、現金での決済がメインとなりますが、

中国で最も金額の大きな紙幣は１００元（日本円で

約１，４００円）であり、高額な支払いの際は不便で

す。多額の現金を持ち歩けば、スリや強盗にあ

う危険性も高くなります。また、偽造紙幣への

対策として販売店側の警戒体制も強化されてお

り、店頭で係員が紙幣を１枚ずつチェックする

場面も見受けられるなど、確認に時間を要する

点も理由の一つに挙げられます。その為、安心

して高額の買い物が出来る手段として、銀聯

カードの存在感が増しています。

その他の要因としては、２０００年以降中国の外

貨準備高が急増したことが考えられます。９０年

代前半は１００億米ドル台で推移していた外貨準

備高は、１０年には２兆５０００億米ドルを超えるこ

とが確実視されるほどに増加しています。政策

も変わり、中国国民に対して海外での消費を奨

励するようになりましたが、中国には、未だ外

貨の海外への持ち出し規制（５千米ドルまで）が

存在しています。そのような事情も、外貨持ち

出し規制の対象外で、現金代わりとして利用が

可能な銀聯カードのニーズが高い理由となって

います。

３．銀聯カードの日本での利用状況

日本国内で銀聯カードの決済サービスが開始

された０５年末時点では、加盟店数は百貨店や家

電量販店などを中心に２００店程度でした。その

後、大手飲食店チェーンやホテルなどの業種で

の加盟店が大幅に増え、０７年末には８，４００店、

現在では日本国内に１万５，０００店にまで拡大し

ています。

日本で銀聯カードが利用できる店が拡大した

背景には、言うまでもなく中国人観光客の増加

があります。日本政府観光局の統計によると、

０９年に訪日した中国人観光客は１００万人を突破

しています。

中国人が日本を訪れる主な目的の１つは買い

物です。特に大手家電量販店に来る団体客はデ

ジタル家電が目当てで、その際に銀聯カードを

使って支払いを行います。また、大手百貨店で

化粧品のまとめ買いをしていくのも大半が中国

人であり、彼らも決済に銀聯カードを利用しま

す。さらに、大手ドラッグストアやテーマパー

ク、空港等においても、銀聯カードで決済した

いという要望も強く寄せられていることから、

多くの店が積極的に銀聯の加盟店になろうとい

う動きが見られます。

日本での加盟店の増加に伴い、銀聯カードの

取引高は導入２年目の０６年の７億円から、０７年

は３７億円、０８年は１３０億円と大きく伸びており、

海外リポート

銀聯のロゴマークを表示している銀聯加盟銀行のＡＴＭ
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０９年には２００億円を超えたことが明らかになっ

ています。

０９年７月、日本政府は制限付きではあります

が、中国人観光客への個人旅行を解禁しました。

さらに、本年７月には、その制限を大幅に緩和

する方針も決まっています。個人旅行者は団体

旅行者に比べ、消費にホテル代や飲食代の決済

も加わることから、今後個人ビザによる個人旅

行が普及すれば、さらに銀聯カードの取引高も

増加すると見込まれています。

中国人観光客向けの日本国内の加盟店が増加

する一方で、近年は中国から日本への渡航者だ

けでなく、中国を訪れる日本人も増加している

ことから、日本のクレジットカード会社が中国

銀聯と提携し、中国へ渡航する日本人向けの銀

聯カードも発行されています。

また、今年は上海万博の開催により、中国へ

の日本人観光客の増加も見込まれていることか

ら、中国銀聯は上海万博に合わせトラベレック

ス社（英国）と提携し、レストランや、小売店、

ホテルなど約１，０００店舗の優待を付与した「上

海トラベルカード」というプリペイド式のカー

ドを発行しています。

中国国内でクレジットカードを利用できる場

所はまだまだ限られる一方で、銀聯の加盟店は

中国全土で１５７万店（０９年末）にものぼることか

ら、今後中国に渡航する日本人の銀聯カード利

用者が増えそうです。

４．まとめ

旧暦に基づく中国では、例年春節（旧正月）の

時期に、国内外への旅行や帰省などで多くの

人々が移動します。今年も中国全土で本土の総

人口を超える約２５億人が移動したとも言われて

います。

中国のニュースサイトである中国新聞網によ

ると、中国銀聯がまとめた春節連休（２月１３日

～１９日）中の利用状況調査では、期間中の取引

総額は前年同時期に比べ４７％増の５６９億元（約

７，９６６億円）となりました。取引件数についても

同２５％増の約１億件となっており、海外での決

済額も８割増と大きく膨らんでいます。

このような中、訪日する中国人観光客を対象

に、春節に合わせた割引セールを実施したり、

中国本土でクーポン券を配布したりするなど、

中国人観光客の取り込みに積極的に取り組む日

本企業も増えています。

今年１，０００万人の外国人観光客の誘致を目標

としている日本は、中国からの観光客数を２００

万人と見込んでいます。日本国内の消費が低調

に推移していることもあり、日本企業は、中国

人を含めた訪日観光客をいかに取り込むことが

出来るかが、今後の業績に大きく影響すると考

えています。

その中でもとりわけ中国人観光客については、

その消費を支える銀聯カードの利用環境を整え

ることが、中国人観光客の旺盛な消費意欲を取

り込むうえでも不可欠であると言えるのではな

いでしょうか。

（上海駐在員事務所 田中 正洋）２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年

発行枚数 １１億枚 １５億枚 １８億枚 ２０億枚

加盟店舗数 ５３万店 ７４万店 １１８万店 １５７万店

銀聯カード発行枚数及び加盟店舗数の推移

（出所：中国銀聯）
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はじめに
大連市は、旧満鉄本社や旧日本人街など、

日本人の手による建造物が現存し、日本の面
影を残している街です。また、親日家が多い
街でもあります。実際、日本語が通用する飲
食店や小売店が市内の至る所にあり、日本語
が普及していることを体感出来ます。今回は、
大連市における日本語教育事情についてご紹
介します。

日本語習得者の需要が増加した背景
大連市の外資系企業約１万４千社のうち、

日系企業が約４千社と最も多く、全体の約３
割を占めています。日系企業の増加が日本語
習得者の需要を高め、その結果教育環境・研
修体制が充実し、さらに企業進出を促すとい
う好循環を生んでいます。

大連における日本語教育環境
大連外国語学院の日本語学院（日本語学部

に相当）には、約３千名の学生が在籍してお
り、これは中国国内で日本語を学ぶ学生数と
しては最多です。

また、市内主要大学の日本語専攻科の在籍
者数も、大連大学が約５００名、大連工業大学
が約４００名、大連海事大学が約１６０名、大連理
工大学が約８０名などと続いています。その他
にも専門学校、職業訓練校、民間外国語教室、
日本の高等学校に相当する５つの高級中学で
も日本語教育の受講が可能です。
大連市内の書店の外国語学習コーナーでは、

英語に次ぐスペースを日本語が占めているこ
とからも、大連市民の日本語に対する関心の
高さが窺えます。
日系企業の増加に伴い、日本語に加えて専

門分野にも通じた人材の需要が増加していま
す。２００２年における日系企業の現地採用の需
要は年間約５万人であったのに対し、日本語
及び専門分野に通じた人材はわずか９００名程
度でした。※

この状況に対し、日本政府による９．６８億円
の開発援助により日中友好大連人材育成セン
ターが設置され、０６年４月より運営が始まり
ました。

同センターでは日系企業での就職を想定し
たビジネス日本語、ソフトウェア開発、経営
管理、生産管理の４種の分野別研修が行われ
ています。その内容はビジネスメールの作成
から日本人によるメイク講座等まで、多岐に
わたっています。
１０年の受講者数は過去最多の１万人超とな
ることが見込まれていますが、これでも日系
企業が求める求人数にはまだ達しそうにはあ
りません。
現在、大連市ではこれまでの日本語教育に

加えて、歴史やファッションなどの文化を学
ぶ人達も増えてきており、日本に対する関心
は、以前にも増して高くなってきているよう
です。
（大連駐在員事務所トレーニー 田中 健康）

海外トピックス

大連市の日本語教育事情

外資系企業数（登記ベース累計）

（出所）大連市対外貿易経済合作局

日中友好大連人材育成センター全景

書店の日本語参考書コーナー

※日中友好大連人材育成センターからのヒアリングによるもの
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九州の鉱工業生産動向
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全国と九州の鉱工業生産指数
（２００５年＝１００・季節調整済）

（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］……………持ち直しの動きが続いている
２０１０年３月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、一般機械や輸送機械などの生産は好調に
推移しましたが、鉄鋼の生産の落ち込み（生産設備のトラブルの影響）や、生産調整が行われた化学（プ
ラントの定期修繕）などが影響し、前月比１．５％低下の９６．９と２ヵ月連続で前月実績を下回りました。
しかしながら、一時的な要因によるところが強く、生産活動自体は持ち直しを維持しています。

［業種別動向］……………一時的な要因により鉄鋼、化学の生産は減少
業種別の寄与度を見ると、一般機械のほか輸送機械がプラスに寄与しました。一方、マイナス寄与

について、鉄鋼、化学のほか、金属製品が前月の公共工事による生産増の反動等が影響しています。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、輸送機械がエコカー減税効果等で好調だった前月の反動により低下した為、総合指

数は横ばいとなりました。しかしながら乗用車の生産は高水準で推移しており、持ち直しの動きは続

いています。

消費面では、消費者の節約志向は依然強く、大型小売店販売額は前年割れで推移しているものの、

住宅建設については、マンション着工件数が大幅に増加したことに伴い、１６ヵ月ぶりに前年実績を上

回りました。公共工事についても件数・金額ともに増加するなど、総じて堅調な動きがみられていま

す。

［生産活動］……………総合指数は横ばい

２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は９１．０となり前月比１．８％低下し

ました。

主要業種をみると、自動車生産は高水準で推移

しており、自動車向け鋼板等が好調な鉄鋼は上昇

しています。輸送機械については、輸出は好調で

すが、国内向けではエコカー減税等政策の影響に

よる反動が大きいこともあり低下しています。

［大型小売店］……………前年割れが続く

百貨店、スーパーともに消費者の節約志向は依

然として強く、３月の大型小売店全体での販売額

は前年比４．６％減の５１７億円と２０ヵ月連続で前年比

マイナスとなりました。

内訳をみると、百貨店は、前年比６．８％減の２３２

億円、スーパーについても同比２．８％減の２８５億円

となりました。

福岡県経済動向
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福岡県

［住宅建設］……………１６ヵ月ぶりに前年比プラス

３月の新設住宅着工戸数は、貸家は前年比３．９％

減の１，３１６戸と小幅ながら減少した一方、持家は

同比６．４％増の７３０戸、また分譲マンションが大型

物件の着工により同比２１４％増となったことから、

分譲全体も同比１４６．７％増の１，０６１戸と大幅に増加

しました。全体でも１６ヵ月ぶりに前年比プラスと

なっています。

［公共工事］……………請負件数・金額ともに増加

３月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比９．６％増の９７０件、金額についても同

比２３．３％増の５４２億円と件数・金額ともに増加し

ました。

発注者別でみると、「国」の道路関連や港湾整

備などの大型案件に加え、「市町村」発注の小口

案件が増加し、発注額も前年比で倍増するなど、

件数・金額ともに増加しています。

［企業倒産］……………倒産件数、負債総額ともに減少

４月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２５．０％減の２７件、負債総額

は、大型倒産が発生した前年同月（製造企業の破

綻などにより１８８億円を計上）に比べ、８４．０％減の

３０億円と減少しました。

前月比でも、件数および負債総額ともに減少し

ています。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………持ち直しの動きが持続している

生産活動では、電子部品・デバイスなどの低下により総合指数は横這いとなり、持ち直しの動きは

持続しています。公共工事は昨年７月以降、請負金額での前年比増加が続いています。住宅建設は持

家が５ヵ月連続で前年比増加しています。大型小売店販売額については天候不順などで前年実績を下

回りました。企業倒産は１０億円超の倒産が２件発生し、負債総額は過去１年間で最大となりました。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなどの低下により、
総合指数は横這い

２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は９６．３と前月比０．４％低下しまし

た。

一般機械や輸送機械は上昇したものの、生産ウ

エイトの大きい電子部品・デバイスのほか食料

品・たばこが低下し、総合指数はほぼ横這いとな

りました。

［大型小売店］……………春物衣料の不調などで前年比マイナス

３月の県内大型小売店販売額は、前年比５．１％

減の１３６億円と前年実績を下回りました。前年に

比べて日曜日が１日少ないことや天候不順などが、

マイナス要因となりました。

春物が不調だった衣料品は前年比１２．１％減、飲

食料品は催事関連で動きがみられたものの単価下

落などにより、同比０．７％減少しました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………持家は５ヵ月連続で前年比増加

３月の新設住宅着工戸数は、前年比１１．１％減の

７２８戸と、３ヵ月続けて前年を下回りました。

持家は前年比７．９％増の３４０戸、貸家は同比３６．９

％増加し３４１戸となりました。一方、分譲はマン

ション着工がなく戸建分譲のみで、同比６０．２％減

の４５戸と低調でした。前年同月の給与住宅大量着

工の反動がみられる一方、持家の着工は５ヵ月連

続で前年比増加するなど持ち直しの動きもみられ

ます。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに前年比増加

３月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比１１．６％増の５３０件、金額が同比７．８％

増の２５０億円と、件数、請負金額ともに前年比増

加しました。

熊本合同庁舎工事などで「国」発注分は大幅に

増加しましたが、「独立行政法人等」「市町村」は

前年比減少しました。

［企業倒産］……………１０億円超の倒産が２件発生し、負債金額は
過去１年間で最大

４月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比１．４倍増の１２件、負債総額が

同比４６．７％増の３８億７００万円となりました。

倒産件数は前月より２件減少したものの、負債

額１０億円以上の倒産が２件発生したため、負債総

額は過去１年間で最大となりました。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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（出所）長崎県

長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］……………持ち直しの動きが続いている

生産活動では、電子部品・デバイスのほか主要業種が揃って上昇し、持ち直しの動きが続いていま

す。住宅建設は持家、貸家の増加で前年実績を上回り、大型小売店販売額は減少率に縮小傾向がみら

れます。公共工事は前倒し発注の反動等で前年実績を下回っていますが、減少率は縮小しています。

企業倒産は件数、負債金額ともに過去１年間で最低となりました。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなど主要業種が揃って上昇

２月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比５．７％上昇し１２７．５となり

ました。

半導体等の電子部品・デバイスをはじめ、食料

品・たばこなど主要業種の指数が揃って上昇し、

総合指数も２ヵ月ぶりに上昇しました。

［大型小売店］……………売上減少続くが、減少率は縮小傾向

３月の県内大型小売店販売額は、節約志向が続

くなか、前年比１．４％減の９３億円と前年を下回り

ましたが、減少率は縮小傾向にあります。

天候不順で衣料品は前年比８．６％減と低調だっ

たものの、新エコポイント制度導入前の駆込み需

要が発生し、電気機械器具は好調でした。

業態別では、百貨店は同比３．８％減、スーパー

は同比０．２％減少しました。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………持家、貸家が増加し前年比プラス

３月の新設住宅着工戸数は、前年比１８．５％増加

し３４６戸となりました。

持家は前年比４．３％増の１４６戸、貸家は同比

４０．３％増の１８８戸と増加しましたが、分譲は戸建

分のみでマンション着工がなく、同比２９．４％減の

１２戸と減少しました。

住宅取得優遇制度の利用などで持家は堅調な動

きを示すとともに、貸家着工の増加もあって、住

宅着工は前年比ベースで増加傾向となっています。

［公共工事］……………請負金額の前年比減少率は縮小

３月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比３１．１％増の４２６件、金額が同比９．９％

減の１８０億円と、請負金額は６ヵ月連続で前年比

減少しました。

長崎大学の増築・改修工事の発注で「独立行政

法人等」が前年比増加したほか、「市町」分も小

口発注の積上げで同比増加しました。前倒し発注

の反動等もあり、前年比マイナスが続いています

が、減少率は縮小しています。

［企業倒産］……………件数、負債金額ともに過去１年間で最低

４月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比７８．６％減の３件、負債総額

が同比９８．７％減の１億１，０００万円となりました。

緊急融資制度の効果などが続いており、件数、

負債金額ともに過去１年間で最低となりました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ

23FFG調査月報 2010年6月



経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 前月（年）比(%) 前年比(%) 前年比(%) 億円 前年比(%) 億円 前年比(%)

２００７年 １０７．４ １．３ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００９年 ８０．５ ▲２２．５ ８１．７ ▲２１．７ ９７．２ ▲８．９ ▲２６．９ ▲３３．１ ▲３４．８ １２７，１２０ ９．７ ７７，８３６ ▲２２．０
２００９．２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４２．７ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２

３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．４ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．５ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．２ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．８ ▲４１．７ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．６ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．０ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．８ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．５ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．０ ▲４．２ ８９．６ ▲３．１ ９３．７ ▲１４．４ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．７ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８
１２ ８９．７ ５．１ ９０．５ ５．２ ９３．６ ▲１４．７ ２０．１ １２．０ ▲５．５ ８，６５８ １０．３ ６，１０２ ▲３０．８

２０１０．１ ９２．１ １８．５ ９２．９ １９．６ ９４．６ ▲１２．５ ▲３．７ ４０．９ ８．８ ５，７９１ ▲３．８ ５，９６５ ▲２２．０
２ ９３．７ ３１．０ ９４．８ ２８．８ ９５．５ ▲７．６ ▲５．４ ４５．３ ２９．５ ５，７９０ ▲８．８ ６，７４３ ▲１４．７
３ ９４．８ ３２．５ ９６．７ ３０．４ ９４．０ ▲６．０ ７．０ ４３．５ ２０．６ １３，４１１ ▲１６．０ ７，８０８ １８．８

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比(%) 前年比(%) 前年比(%) 前年比(%) 指数 前年比(%) 指数 前年比(%) 億円 前年比(%) 台 前年比(%)

２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．１ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ １．４ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００９年 ７８８，４１０ ▲２７．９ ▲１０．６ ▲３０．８ ▲４３．７ １０３．０ ▲５．３ １００．３ ▲１．４ １９７，７８６ ▲５．６ ２，６３４，０４８ ▲５．７
２００９．２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．１ ▲２．０ １００．４ ▲０．１ １４，５１８ ▲６．５ １９３，３９８ ▲３２．２

３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．２ ▲４．２ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．４ ▲６．８ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．８ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６１１ ▲６．３ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１６ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０
１２ ６９，２９８ ▲１５．７ ３．０ ▲２２．７ ▲２７．４ １０２．２ ▲３．９ ９９．６ ▲１．７ ２０，６９４ ▲４．１ ２２９，６２０ ４５．４

２０１０．１ ６４，９５１ ▲８．１ ５．４ ▲１４．５ ▲１１．７ １０２．３ ▲２．２ ９９．４ ▲１．３ １７，１４７ ▲５．１ ２１８，７７５ ４２．７
２ ５６，５２７ ▲９．３ ２．９ ▲８．４ ▲２５．６ １０２．４ ▲１．６ ９９．３ ▲１．１ １４，０２３ ▲３．４ ２６８，７２０ ３８．９
３ ６５，００８ ▲２．４ ３．２ ▲１２．５ ８．８ １０２．６ ▲１．３ ９９．６ ▲１．１ １５，８３１ ▲４．１ ４０１，５２５ ４０．６

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比(%) 円 前年比(%) 円 前年比(%) 倍 ％ 件 前年比(%) 百億円 前年比(%) 百億円 前年比(%)

２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００９年 １，２８３，４２９ ▲１０．１ ４２７，９１２ ▲３．４ ３１９，０６０ ▲１．８ ０．４８ ５．１ １５，４８０ ▲１．１ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２
２００９．２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５８ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５

３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５３ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２５ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４８ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４６ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４５ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４３ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６６９ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４３ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４３ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０
１２ ９１，１９９ ▲２．７ ７６８，３８６ ▲６．４ ３５９，２５４ ▲１．７ ０．４３ ５．１ １，１３６ ▲１６．６ ５６，７２０ ２．４ ４１，６６２ ▲１．２

２０１０．１ ９９，９０６ ▲２．２ ３６２，２２７ ▲１．９ ３２１，６３３ ▲０．０ ０．４６ ４．９ １，０６３ ▲２１．８ ５６，５９１ ２．７ ４１，４０４ ▲１．１
２ １２５，２１２ ▲３．９ ３９１，０４２ ０．２ ２８５，２１１ ▲３．５ ０．４７ ４．９ １，０９０ ▲１７．３ ５６，８３７ ２．３ ４１，３８３ ▲１．３
３ １７７，５１１ ０．２ ３６２，４６６ ▲１．０ ３５２，５５２ ２．３ ０．４９ ５．０ １，３１４ ▲１４．５ ５７，９６１ ２．６ ４１，６１７ ▲１．４

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大

型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%) 季調値 前年比(%)

２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００９年 ７９．６ ▲２２．５ ７６．０ ▲２４．６ ７１．７ ▲３８．３ ７２．９ ▲３５．９ ７９．４ ▲２９．９ ７８．４ ▲２２．８ １１３．２ ▲７．３
２００９．２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１

３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８５．９ ▲１２．３ ８６．１ ▲１４．４ ７０．６ ▲３６．２ ６９．０ ▲３９．７ ９６．７ ▲２．４ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１ ８７．１ ▲４．４ ９２．５ ０．８ ８０．１ ▲２９．１ ６８．２ ▲３５．８ １０４．８ ３１．２ ８７．７ １．７ １００．７ ▲１８．９
１２ ８７．２ ２．１ １０１．０ ３０．２ ８４．０ ▲２２．４ ７６．７ ▲２２．９ ９６．０ ３９．１ ８５．９ ８．７ ９９．８ ▲２２．５

２０１０．１ ９２．７ ２１．３ ９１．７ ５８．８ ８１．１ ▲９．３ ８２．７ ▲３．０ １１０．１ ６９．０ ９３．０ ２６．３ １００．３ ▲１９．４
２ ９１．０ ３８．９ ９９．１ ７４．１ ８９．３ ２１．８ ８２．９ ８．９ １０２．７ １６５．０ ９０．４ ４８．６ ８９．９ ▲２５．６
３

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比(%) 前年比(%) 億円 前年比(%) 億円 前年比(%) 戸 前年比(%) 前年比(%) 前年比(%) 前年比(%) 指数 前年比(%) 百万円 前年比(%)

２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００９年 ▲３３．２ ▲３５．０ ３，９６５ ▲７．０ ２，３１０ ▲３７．２ ２８，９９７ ▲３８．５ ▲１０．５ ▲４６．６ ▲４５．５ ９９．６ ▲１．３ ６６３，７７２ ▲５．２
２００９．２ ▲５１．１ ▲４３．７ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４７，９７５ ▲５．７

３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．１ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．７ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３７．０ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．１ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．３ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６
１２ ２３．１ ▲１２．９ ２７９ １８．７ ２１３ ▲１８．２ ２，７４７ ▲１９．３ ▲２．０ ▲３０．４ ▲１１．４ ９８．７ ▲１．９ ７３，３０２ ▲４．０

２０１０．１ ５０．９ ６．５ ２３２ ５．６ １４０ ▲１５．５ ２，０２３ ▲２４．５ １８．９ ▲５２．３ ３２．２ ９８．５ ▲１．６ ５７，６６３ ▲４．２
２ ６９．１ ２５．４ ２０５ ２５．１ ５７ ▲５９．０ ２，３６４ ▲１７．５ ６．５ ２６．５ ▲７６．５ ９８．５ ▲１．１ ４６，２５１ ▲３．６
３ ６９．７ ２１．３ ５４２ ２３．３ ４５６ １１５．２ ３，１８９ ２６．１ ６．４ ▲３．９ １４６．７ ９９．２ ▲０．６ ５１，６８１ ▲４．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比(%) 台 前年比(%) 円 前年比(%) 円 前年比(%) 倍 件 前年比(%) 億円 前年比(%) 億円 前年比(%)

２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００９年 ９９，６１６ ▲５．９ ５１，８１２ ▲８．２ ３９１，０２９ ▲１．３ ３０５，５５４ ▲２．３ ０．４２ ４８０ ▲１１．９ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８
２００９．２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８

３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４２ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３９ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４０ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３
１２ ８，４８６ ４６．６ ３，５５６ ２．３ ６４９，８９１ ▲９．６ ３６５，６６７ １３．９ ０．３９ ４５ ▲２．２ １７９，０５０ ２．８ １３８，７６７ ０．８

２０１０．１ ８，７８３ ５４．９ ４，４０５ ２．０ ３４６，３１２ ４．６ ３３８，４１１ ２０．５ ０．４１ ２７ ▲４２．６ １７８，４０８ ２．５ １３８，４１６ ０．４
２ １０，８４０ ４６．３ ５，１８４ ▲４．９ ３７１，９８５ ９．３ ２６４，７０４ ▲１７．５ ０．４２ ３０ ▲３．２ １７９，１６２ ２．５ １３８，５３４ ▲０．７
３ １４，８５７ ４７．６ ６，８７２ ▲４．７ ３２７，１９４ ▲１０．０ ３０８，０６９ １．８ ０．４３ ３６ ▲１８．２ １７９，１１８ ３．５ １３７，９３３ ▲０．６

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。

25FFG調査月報 2010年6月



経済指標｜熊本県のデータ�

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００９年 ３２，８５３ ５．４ ２５，９９９ ▲８．１ ３９４，８９８ ０．１ ３１２，０７０ １．３ ０．３８ １２７ ▲２９．１ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５
２００９．２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０

３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３８ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５
１２ ２，７０９ ７０．９ １，９０３ ▲１．４ ７５７，６１８ １２．５ ３５８，７６３ ５．５ ０．３９ ９ ▲６０．９ ４９，７９０ ２．４ ２９，６６９ ０．５

２０１０．１ ３，０１９ ５２．４ ２，１４３ ▲３．８ ３８２，９３４ １７．３ ３６１，１９７ ５．５ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４９，２９８ ２．２ ２９，４０９ ０．０
２ ３，６６２ ５６．９ ２，６１７ ▲５．２ ４００，０６５ ２０．６ ２９６，１３０ ２０．５ ０．４１ ８ １４．３ ４９，５２９ ２．３ ２９，３６２ ０．１
３ ５，１６４ ４７．２ ３，３３５ ０．２ ３６２，７６０ １１．０ ３３８，２２８ ▲１１．７ ０．４２ １４ ２７．３ ４９，５８２ ３．３ ２９，６１８ ０．４

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００９年 ８０．３ ▲２２．５ ９５．７ ▲２．３ １０３．６ ▲２５．３ ４９．１ ▲３７．２ ７１．２ ▲２４．６ ７９．２ ▲２１．６ １１２．２ ▲９．９
２００９．２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４

３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．６ ▲１８．９ ９７．７ ０．５ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．５ ▲１９．５ ９４．７ ▲２５．８
１１ ８６．２ ▲１０．１ ９３．２ ▲１．２ １１８．８ ０．９ ５５．３ ▲０．５ ７１．０ ▲２９．１ ８３．４ ▲１１．１ ９４．１ ▲２９．８
１２ ８９．８ ▲３．５ ９０．７ ▲２．８ １３１．１ １７．０ ４９．５ ▲２１．５ ７１．７ ▲２９．４ ８３．４ ▲６．９ ９６．２ ▲３２．８

２０１０．１ ８９．６ １５．７ １０２．５ ４．７ １３７．５ ５８．０ ５４．０ ▲２４．９ ７７．８ １．５ ９３．１ ９．４ ９９．０ ▲３１．８
２ ９６．３ ２７．０ ９６．５ １．１ １２３．１ ６６．０ ６３．９ ２０．５ ８３．９ １０．１ ９２．１ ２０．４ １０２．０ ▲２８．１
３

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００９年 ▲２６．８ ▲３６．７ ２，１２４ ５．１ ７０１ ▲３６．１ ９，８４２ ▲２１．５ ▲７．２ ▲３６．７ ▲１．２ １００．４ ▲０．７ １７２，７８５ ▲６．２
２００９．２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２５４ ▲９．６

３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．０ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２８．５ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４
１２ ２５０．５ ▲４７．６ １５９ ６．５ ６５ ▲２０．３ ８９８ １３．０ ２２．０ ０．０ ３８．４ １００．１ ▲１．０ １９，１９３ ▲７．２

２０１０．１ ２４．８ ▲３５．７ １０８ ６．１ ３６ ▲１６．２ ７２７ ▲５．７ １３．５ ２２．２ ▲７６．４ ９９．９ ▲０．７ １５，６２７ ▲５．４
２ ４８．４ ▲１７．７ １３２ ３３．８ ８１ ６１．９ ５４４ ▲３４．１ ５．４ ▲６７．７ ▲６１．３ ９９．５ ▲０．７ １１，８６８ ▲３．１
３ ８．４ ▲２６．４ ２５０ ７．８ ８８ １４２．４ ７２８ ▲１１．１ ７．９ ３６．９ ▲６０．２ １００．１ ▲０．５ １３，５８４ ▲５．１

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００９年 ７．２ ▲５３．４ ５９，９０１ ▲１８．５１，９５９ ２４．４ ５９６ ２．３ ５，７６７ ▲１６．９ ▲１３．７ ▲９．５ ▲５３．９３，８５０ ▲１６．２１００．０ ▲０．９
２００９．２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５

３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５１９ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．４ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．９ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７
１２ ▲５９．８ ▲３６．５ ６，２５７ ▲１６．７ １２０ ▲１５．２ ３６ ▲２２．０ ６６８ １９．３ １．８ ３．６ ２６８．６ ２６２ ▲１６．７ ９９．０ ▲１．９

２０１０．１ ４７．３ ▲３０．３ ４，５４３ ▲１６．４ １０５ ▲１７．６ ３２ ▲８０．７ ４８７ ３．２ １．８ ▲２５．６ ２２８．６ １９１ ４．２ ９９．２ ▲１．３
２ ▲１１．０ １．１ ４，２８６ ▲１６．０ １１９ ▲２０．２ ２２ ▲３６．６ ４２４ ▲１６．０ ▲３．２ ▲２３．４ ▲５０．０ ２４９ １９．３ ９８．９ ▲１．２
３ ▲５１．２ ３７．４ ４，７７５ ▲１３．５ １８０ ▲９．９ ４６ ７３．１ ３４６ １８．５ ４．３ ４０．３ ▲２９．４ ３４６ ▲１５．０ ９９．４ ▲１．１

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品 電子部品 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００７年 １３４．０ １１．４ １０３．５ ▲１３．８ １０４．９ ４．４ ２２８．６ ３６．３ ９８．７ ▲２．１ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １５２．５ １３．８ １５４．２ ４９．０ １０１．８ ▲３．０ ２５５．５ １１．８ １１９．０ ２０．６ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００９年 １２５．７ ▲１７．６ １２３．８ ▲１９．８ ９９．６ ▲２．１ １９０．３ ▲２５．５ １１０．７ ▲６．９ ２，１３１ ▲５．８ ２，４８４ ▲２１．９ ▲１８．７
２００９．２ ７６．１ ▲５３．３ ９９．３ ▲３３．１ ９４．２ ▲１７．６ １６．２ ▲９４．８ １１６．３ ▲０．４ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２

３ １０１．３ ▲３２．７ ８０．７ ▲４０．６ ９６．３ ▲６．１ １２８．９ ▲４８．９ １１６．５ ５．９ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８８．３ ▲３８．４ ７０．６ ▲５０．９ １０１．７ １．６ ６２．１ ▲７１．６ １２２．５ ６．６ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ １１２．３ ▲３３．０ ９６．６ ▲４０．１ １０１．８ ▲０．２ １３１．６ ▲５５．１ １１９．６ ０．４ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １６３．５ １．９ １１３．２ ▲２９．４ ９７．８ ４．８ ３５５．９ ２３．６ １１８．７ ▲０．５ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １４０．０ ２．２ １３８．９ ▲２４．８ ９３．５ ▲５．７ ２１９．５ ３１．０ １３１．５ ７．９ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １５２．９ ▲７．９ ２０１．５ ▲３．２ １１０．２ ６．６ ２３９．６ ▲１１．８ １０６．５ ▲１３．４ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １５３．２ ０．４ １７８．９ ▲４．３ １０７．０ １．３ ２４８．３ １１．２ １０４．５ ▲１５．８ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １５０．０ ▲６．６ １６５．６ １．７ １０３．１ ▲１．５ ２６０．５ ▲２．２ １１２．１ ▲１８．８ １９０ ▲１２．９ ２７５ ▲０．４ ▲１３．４
１１ １３２．３ ▲２．３ １０３．７ ▲２２．９ ９５．２ ▲３．７ ２３７．５ １９．１ １０２．０ ▲１７．０ １６２ ▲４．４ １８６ ▲４１．１ ２．６
１２ １４１．５ ９．２ １４４．４ ２１．４ １００．６ １．８ ２３９．７ ２１．４ ９９．２ ▲１６．７ １５５ ▲１２．９ １９１ ▲３７．１ ４８．６

２０１０．１ １２０．６ ３２．４ １５３．８ ３９．６ １０３．３ ４．２ １６６．６ ２０３．６ ９５．７ ０．２ １３６ ▲１３．２ １７４ ▲３３．７ ８２．０
２ １２７．５ ６７．６ １５７．８ ５８．９ １０８．１ １４．８ １８４．２ １０３８．１ ９９．２ ▲１４．７ １４９ ▲８．８ １４７ ▲３１．５ １３．５
３ ５６．８

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００９年 １１７，９４１ ▲５．５ ２０，９２１ ３．３ ２１，７２５ ▲６．６３８８，１２９ ６．５３０８，５８８ ４．０ ０．４１ １２２ ▲３１．５ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０
２００９．２ ８，６１７ ▲７．７ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９

３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４２ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４２ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４０ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３
１２ １２，５８８ ▲３．１ １，８１９ ４９．７ １，５９８ ▲３．６７１３，５６４ ▲２．３４３３，５０７ ７．７ ０．４０ １８ ２８．６ ４１，５７９ １．６ ２２，９９２ ▲３．０

２０１０．１ １０，３５８ ▲７．９ １，９０４ ５４．０ １，８１５ ▲２．１３５２，３２３ １８．８３１０，６６６ ０．３ ０．４２ ９ ▲１０．０ ４１，２８０ １．６ ２２，８９６ ▲４．５
２ ８，１６１ ▲５．３ ２，１７４ ５３．７ １，９８２ ▲０．６３６２，８８７ ３．０２５８，７９８ ▲４．４ ０．４２ ６ ０．０ ４１，５０１ １．０ ２２，８５１ ▲５．２
３ ９，２９５ ▲１．４ ３，１７２ ３９．３ ２，９２３ ０．４３３９，６７３ ▲０．８３５１，００４ １０．３ ０．４１ ６ ０．０ ４１，６６３ ２．１ ２３，０５５ ▲４．５

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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イベント等は主催者側の都合により変更されることもあります。ご不明な点がございましたら、ＦＦＧ営業企画部総合調査グルー
プまでお問い合わせください。ＴＥＬ０９２－７２３－２５７６

アジア展示会情報

北京
場 所 展 覧 会 名 期 間

中国国家会議中心 ２０１０中国国際口腔設備材料展示会及び

技術交流会
６月９日～６月１２日

２０１０北京国際トレーニングジム展覧会 ７月２３日～７月２５日

中国国際医用設備展覧会及び技術交流

会
８月１９日～８月２１日

中国国際展覧中心 ２０１０第６回北京国際石炭装備及び鉱山

技術設備展覧会

６月３日～６月５日
第４回中国国際新型壁材料技術装備及

び製品展覧会

２０１０第６回中国（北京）国際動力伝動と

制御技術展覧会

第２１回中国国際ガラス工業技術展覧会 ６月４日～６月７日

２０１０第１３回中国国際撮影機械映像機械

及び技術博覧会
６月１０日～６月１３日

第１０回中国国際工作機械工具展覧会 ６月１２日～６月１６日

２０１０北京国際観光博覧会及び北方観光

交易会
６月２５日～６月２７日

２０１０中国北京国際家具及び木工機械展

覧会
７月１日～７月４日

２０１０中国国際酒業博覧会

７月９日～７月１１日北京国際児童及び赤ちゃん、幼児食品

博覧会

２０１０北京国際純電動車、混合動力車、

清掃車、省エネ車と部品展覧会
７月１６日～７月１８日

２０１０北京国際五金機電、圧縮機械、減

速機歯車工業展覧会 ８月５日～８月７日

２０１０中国国際電子、電池工業展覧会

２０１０中国北京国際物流、温度管理シス

テム、フォークリフト、トラック展覧

会

８月１０日～８月１２日

２０１０中国北京ギフト、贈呈品及び家庭

用品（秋季）展覧会
８月１５日～８月１８日

２０１０北京国際建築、ハイテク技術、都

市建設展覧会

８月３０日～９月１日２０１０第４回（北京）国際マホガニー・ク

ラシック家具、現代家具及び室内装飾

芸術展覧会

全国農業展覧館 第９回中国国際ビッグスクリーンシス

テム集成投影視聴製品展覧会
６月３日～６月５日

中国国際オートバイ及び部品交易会 ６月１１日～６月１３日

２０１０北京国際現代農業展覧会 ６月２８日～６月３０日

大連
場 所 展 覧 会 名 期 間

世界博覧広場 ２０１０中国国際家具及び木工機械展覧会 ６月１０日～６月１３日

第８回中国国際ソフトウェア、情報

サービス交易会
６月２２日～６月２５日

２０１０大連夏季不動産交易大会 ７月１６日～７月１９日

第１１回中国（遼寧）国際教育展覧会 ７月１７日～７月２５日

２０１０中国国際特許技術と製品展覧会 ８月６日～８月８日

２０１０大連国際自動車工業博覧会 ８月１８日～８月２３日

２０１０国際心臓衰弱検討会 ８月２０日～８月２２日

全国内分泌検討会 ８月２７日～８月２９日

星海会展中心 第３回中国大連国際観光ボート展覧会 ７月８日～７月１１日

２０１０海峡両側農業、漁業製品（大連）展

覧会 ７月１５日～７月１８日

第６回大連国際茶業博覧会

天津
濱海国際会展中心 第８回国際携帯電話産業展覧会及び

フォーラム
６月８日～６月１０日

２０１０夏シルク服装、服飾博覧会及び商

品交易会
６月１４日～６月２１日

２０１０中国国際装備製造業博覧会 ８月１８日～８月２１日

青島
青島国際会展中心 ２０１０中国青島国際酒文化博覧会

６月４日～６月６日

２０１０第３回中国青島国際厨房博覧会

２０１０第１１回中国青島国際ホテル用品及

び設備博覧会

２０１０第１１回中国青島国際ギフト工芸品

家庭用品博覧会

第８回中国国際乳業展覧会及びフォー

ラム
６月８日～６月１０日

２０１０第１回夏季シルク服装展示会 ６月１０日～６月２２日

２０１０中国青島アパレル専門処理（ク

リーニング関連）展覧会

６月２６日～６月２８日

２０１０第１１回中国青島国際革靴、靴機械、

材料類及びケース、カバン類、毛皮類

展覧会

２０１０第１１回中国青島国際縫製設備展覧

会

２０１０第１２回中国（青島）国際補助材料及

び糸展示会
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場 所 展 覧 会 名 期 間

上海世貿商城
（上海マート）

２０１０第４回上海国際ギフト、インテリ

ア商品展覧会
８月５日～８月８日

２０１０中国クリーニング業展覧会 ８月２６日～８月２８日

上海光大会展中心 第１４回国際工業自動化及び制御技術展

覧会／第１４回国際センサー感度及び測

量展覧会

６月２日～６月４日

２０１０上海国際表面工程展覧会及び

フォーラム

６月７日～６月９日
第２回上海国際特殊セラミックス展／

第２回上海国際摩擦密閉材料展覧会

第２回上海国際琺瑯工業展覧会

２０１０上海国際鉱業装備展覧会

２０１０中国上海国際同位元素及び輻射加

工技術設備展覧会及びフォーラム

６月１１日～６月１３日

２０１０第９回上海国際電機博覧会及び発

展フォーラム

２０１０上海国際知能電力グリットサミッ

ト

２０１０中国上海国際医学映像器械設備及

び技術応用展覧会・フォーラム

２０１０上海ファスナー展 ６月１６日～６月１８日

２０１０第７回上海医療器械展覧会

６月２２日～６月２４日

２０１０第１０回上海身障者、高齢者介護リ

ハビリ用品展覧会

２０１０上海臨床検査及び輸血用品展覧会

２０１０上海口腔清潔、保護及び設備展覧

会

２０１０第４回上海ギフト、工芸品、流行

商品展覧会 ６月２６日～６月２８日

２０１０中国（上海）小売業博覧会

第１２回中国（上海）国際デジタル写真及

びデジタル撮影器材展覧会

７月１日～７月４日第１８回中国（上海）国際ウェディングド

レス映像器材展覧会／国際児童撮影、

テーマ撮影展覧会

２０１０第１０回中国（上海）国際電子工業展

覧会／２０１０第９回上海国際携帯関連産

業・タッチパネル・アンテナ製品・Ｇ

ＰＳ展覧会

７月７日～７月９日

２０１０都市健康緑色食品展覧会 ７月１１日～７月１３日

第５回中国（上海）屋外家具及びリラッ

クス用品博覧会

７月１２日～７月１４日２０１０上海国際体育用品博覧会、健康リ

ラックス機材国際貿易交易会

２０１０中国（上海）漁船漁具産業博覧会

２０１０上海インテリア博覧会 ７月１７日～７月１９日

都会発展と救援貿易博覧会 ７月２８日～７月３０日

第九回中国（上海）壁紙、布装飾、イン

テリア展覧会／第９回中国（上海）家

居・装飾博覧会

８月２日～８月４日

第６回中国商業不動産博覧会及び２０１０

上海国際商品ブランド普及展覧会
８月１３日～８月１５日

蘇州
場 所 展 覧 会 名 期 間

蘇州国際博覧センター ２０１０蘇州家具展覧会 ６月５日～６月８日

上花（蘇州）２０１０年夏季釣具展／中華医

学会消化内視鏡科大会
６月１１日～６月１３日

第４回中国国際物流科学技術博覧会 ６月２４日～６月２６日

第２回蘇州葡萄節及び第１回フルーツ

カーニバル
８月１２日～８月１６日

蘇州家庭用紡績品展覧会 ８月２６日～８月２９日

上海
上海新国際博覧中心 第１０回世界製薬原料中国展

６月２日～６月４日

アジア食品配合料、天然原料、健康原

料展覧会

環境資源消費系電子製品調達交易会

中国（上海）国際家具展覧会／上海国際

インテリア展示会

中国（上海）国際紡績品及び生地付属品

博覧会／中国（上海）国際アパレルＯＥ

Ｍ加工博覧会 ６月８日～６月１０日

中国国際物流、交通運輸、情報処理博

覧会

中国国際アルミニウム工業展覧会 ６月９日～６月１１日

中国文化用品商品交易会 ６月１０日～６月１２日

中国国際紡績機械展覧会／ＩＴＭＡア

ジア展覧会
６月２２日～６月２６日

第１８回上海国際印刷包装紙工業展覧会

／第１８回上海国際広告技術設備展覧会
７月７日～７月１０日

第１６回中国国際加工、包装及び印刷技

術展覧会
７月１４日～７月１６日

上海国際工作機械展覧会／韓国機械展 ７月１５日～７月１８日

上海児童、赤ちゃん、妊婦製品博覧会 ７月２１日～７月２３日

第１０４回中国日用品交易会 ７月２２日～７月２４日

中国国際デジタル娯楽製品及び技術応

用展示会 ７月２９日～８月１日

上海国際商用車展

第２１回中国（上海）国際建材及び室内装

飾展覧会／第６回中国（上海）国際省エ

ネ資材及び新型建築資材展示会

８月１７日～８月２０日

中国国際家庭用紡績品及び付属品博覧

会 ８月２４日～８月２６日

中国国際ニット博覧会

上海世貿商城
（上海マート）

２０１０第３回化学工業品、石油運輸、保

存、物流展覧会／２０１０第３回非金属電

気ケーブル材料及び加工補助剤展覧会

６月３日～６月４日

第１５回上海別荘博覧会 ６月１０日～６月１３日

２０１０上海・台北文化クリエイテイブ産

業博覧会
６月１６日～６月２０日

上海万博安徽省関連テーマ博覧会 ６月２５日～６月２７日

第１８回中国（上海）国際ウェディングド

レス撮影器材展覧会／国際児童撮影、

テーマ撮影展覧会

７月１日～７月４日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

上海光大会展中心 ２０１０上海国防科学技術工業情報化及び

機密保持技術展覧会
８月１３日～８月１５日

ｃｓａｅ２０１０第８回中国車用品交易会 ８月１８日～８月２０日

２０１０第五回上海国際ドア工業展示会／

２０１０第五回上海国際ドア、窓、壁展示

会

８月２３日～８月２５日

２０１０上海家庭用織物品博覧会 ８月２４日～８月２６日

上海国際展覧中心 中国国際生物技術及び機器設備博覧会 ６月２日～６月４日

２０１０上海国際風力エネルギー大会及び

技術設備展覧会
６月７日～６月９日

上海刺繍、カレンダー及び額縁展覧会 ６月１１日～６月１３日

第７回中国国際鋳造会議及び展覧会 ６月１６日～６月１８日

２０１０中国上海国際自動車部品展覧会 ６月２１日～６月２３日

２０１０第７回中国国際自動販売システム

及び商用セルフサービス製品展覧会

６月２５日～６月２７日

２０１０第２回上海国際デジタルラベル及

びタッチパネル技術展覧会

２０１０上海マルチメディア情報技術及び

仮想シミレーション製品展覧会及び大

画面プロジェクタ、テレビ会議システ

ム製品展覧会

第１８回中国（上海）国際ウェディングド

レス撮影器材展覧会及び国際児童撮影、

テーマ撮影展覧会（秋）

７月１日～７月４日

２０１０質量安全制御システム設備及び計

器器具展覧会
８月１８日～８月２０日

２０１０上海国際医療設備設計及び技術展

覧会及びフォーラム
８月２５日～８月２６日

深セン
深セン会議展覧中心
（Shenzhen Conven-
tion &
Exhibition Centre）

２０１０年深セン国際ＲＦＩＤテクノロ

ジー＆アプリケーション展示会
７月１日～７月３日

第２１回中国（深セン）国際時計＆宝飾品

＆ギフトフェア
７月１日～７月４日

第１１回中国（深セン）国際ブランド衣料

＆アクセサリーフェア ２０１０
７月８日～７月１０日

深セン国際アパレル織物＆アクセサ

リー展示会

２０１０年秋 深セン国際家庭用織物展示

会
８月７日～８月１０日

第２回深センアニメーションフェス

ティバル
８月１２日～８月１６日

２０１０年中国（深セン）国際飲料エキスポ ８月２６日～８月２８日

第１６回深セン国際電子生産設備＆マイ

クロエレクトロニクス産業展
８月３１日～９月２日

２０１０年中国国際分析、バイオテクノロ

ジー、研究用機器展示会
９月６日～９月８日

華南国際品質管理、産業テスト機器展

示会

第１２回中国国際光電エキスポ ９月６日～９月９日

２０１０年中国（深セン）国際電池・電源展

示会
９月１０日～９月１２日

場 所 展 覧 会 名 期 間

深セン会議展覧中心
（Shenzhen Conven-
tion &
Exhibition Centre）

２０１０年深セン国際ジュエリーフェア ９月１５日～９月１９日

第６回中国国際太陽光発電展示会 ９月２５日～９月２７日

広州
広州中国輸出商品取
引会
琶洲展館
（China Import & Ex-
port Fair｛Pazhou｝
Complex）

広東国際セキュリティプロテクション

製品展示会
７月７日～７月９日

第１２回中国（広州）国際建築装飾フェア ７月８日～７月１１日

２０１０年広州有名ブランド高品質ワイ

ヤー＆ケーブルトレードフェア
７月１５日～７月１７日

２０１０年第２回広州輸入自動車ショー、

２０１０年ヨット・ラグジュアリー展示会
７月２２日～７月２５日

広州国際工作機械・機器ショー ８月１８日～８月２１日

２０１０年広州ブックフェア ８月２０日～８月２４日

第６回広州国際エアコン、冷温水器展

示会＆広州国際オイル・ガス・新エネ

ルギーエキスポ ２０１０

８月２６日～８月２８日

第１０回広州国際アパレル織物・アクセ

サリー・織物機械・染物産業・織物化

学技術エキスポ

８月３１日～９月２日

第２６回中国国際家具フェア ９月３日～９月６日

２０１０年中国広州フード産業展示会
９月１０日～９月１２日

第１８回中国国際ハードウェアフェア

第７回中国国際中小企業フェア ９月１５日～９月１８日

広州国際ビューティ＆コスメティック

輸出入エキスポ ２０１０年秋
９月１６日～９月１８日

第１０回華南（広州）木材、人工ボード、

木製ドア、フローリング材、ウッドプ

ラスティック・機械展示会 ９月２６日～９月２８日

２０１０年第４回華南（広州）竹・籐産業貿

易展示会

保利世貿博覧館
（Poly World Trade
Centre Expo）

２０１０年ホームグッズ＆装飾品フェア ７月９日～７月１１日

２０１０年第２回広州広告＆ＬＥＤエキス

ポ
９月１日～９月３日

２０１０年広州印刷＆デジタル画像技術展

示会

広州国際金型製造技術、デザイン、ア

プリケーション展示会
９月１６日～９月１８日

香港・マカオ
Hong Kong
Convention &
Exhibition Centre

ＨＫＴＤＣ香港ファッションウィーク

春・夏
７月５日～７月８日

ＨＫＴＤＣサマーソーシングショー

贈答品・生活雑貨・玩具

第８回香港国際エデュケーションエキ

スポ
７月１０日～７月１１日

ＨＫＴＤＣ香港ブックフェア ７月２１日～７月２７日

第１２回アニコム＆ゲーム 香港フェア ７月３０日～８月３日

第９回香港国際エデュケーションエキ

スポ
７月３１日～８月１日

第１８回国際幼児・子供用製品エキスポ ８月６日～８月８日
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場 所 展 覧 会 名 期 間

Impact Exhibition &
Convention Centre

第４６回バンコク宝飾品フェア ２０１０ ９月７日～９月１０日

バンコクファッション グランドセー

ルエキスポ ２０１０
９月２５日～１０月３日

ホーチミン・ハノイ
Ho Chi Minh
Tan Binh Exhibition
& Convention Centre

第２回電気装置・トランスミッショ

ン・配電・照明技術供給サービス展示

会

９月１５日～９月１７日

Saigon Exhibition &
Convention Centre

ベトナム国際精密機器・工作機械・金

属加工展示会
７月６日～７月９日

ベトナムコンピュータワールド ２０１０ ７月１５日～７月１８日

建設用機械機器・電気関連・金属加工

関連・ガス圧縮・織物・衣料・皮革・

プラスティック・ラバー・木工・紙関

連展示会

７月２８日～７月３１日

シューズ＆レザー ベトナム２０１０

９月８日～９月１０日
建設機械機器・建築材料、技術・冷温

エアコン・換気システム・セキュリ

ティシステム・消化、防火システム等

展示会

第３回産業用オートメーション・生産

プロセス管理・計測機器技術国際展示

会
９月１５日～９月１７日

第３回電気装置・トランスミッショ

ン・配電・照明技術供給サービス展示

会

第１０回国際プラスティック＆ラバー産

業展示会

９月２２日～９月２５日

第１０回国際包装印刷産業展示会

第１０回ベトナム国際食品産業・医薬産

業展示会

第１０回ベトナム国際印刷ラベル産業展

示会

Vietnam National
Convention Centre,
Hanoi

ベトナムホテルエキスポ ９月２２日～９月２４日

場 所 展 覧 会 名 期 間

Hong Kong
Convention &
Exhibition Centre

ＨＫＴＤＣティーフェア ８月１２日～８月１４日

ＨＫＴＤＣフードエキスポ ８月１２日～８月１６日

香港コンピュータ＆コミュニケーショ

ンフェスティバル２０１０
８月２０日～８月２３日

ナチュラルプロダクトエキスポアジア

２０１０
８月２６日～８月２８日

ＨＫＴＤＣ香港ウォッチ＆クロック

フェア
９月６日～９月１０日

レストラン＆バー ２０１０
９月７日～９月９日

アジアシーフードエキスポ２０１０

香港宝飾品フェア ２０１０ ９月１６日～９月２０日

Asia World-Expo 第６回香港国際ペット＆アクセサリー

エキスポ
７月３０日～８月１日

アジアファッション、宝飾品、アクセ

サリーフェア
９月１４日～９月１７日

香港宝飾品フェア ２０１０ ９月１４日～９月１８日

ベネチアン マカオ 第５回幼児・子供製品エキスポ ８月１４日～８月１５日

第２２回婚礼・ビューティ・宝飾品エキ

スポ
９月４日～９月５日

バンコク
バンコク国際貿易展
示センター
（Bangkok
International Trade
& Exhibition Centre）

第１６回技術・機械機器・材料供給なら

びに食産業・繊維産業に関するアクセ

サリー関連国際展示会 ７月１日～７月４日

衣料生産ソーシングエキスポ ２０１０

タイ フランチャイズ＆ビジネスチャ

ンス ２０１０
７月１５日～７月１８日

タイ 小売・食品・ホスピタリティ

サービス ２０１０

全国科学技術フェア ２０１０ ８月７日～８月２２日

バンコク家具フェア ２０１０ ８月２８日～９月５日

ホームプロダクト２０１０ ９月２４日～１０月３日

Queen Sirikit
National Convention
Centre

第８回若者向けブックフェスティバル

２０１０
７月１４日～７月１８日

タイ ペットエキスポ ２０１０ ７月２２日～７月２５日

アメージング・タイ・グランドセール

フェア ２０１０
７月２９日～８月１日

家庭用装飾品フェア ２０１０ ８月７日～８月１５日

ホームビルダーフェア ２０１０ ８月１８日～８月２２日

モダン家具フェア ９月１１日～９月１９日

タイ携帯電話展示会２０１０ ９月３０日～１０月３日

Impact Exhibition &
Convention Centre

バンコク中古車・スーパーカーショー

２０１０
７月２１日～７月２５日

タイ中小企業エキスポ２０１０ ７月２２日～７月２５日

家具セールエキスポ

７月２４日～８月１日

ファッション・ジュエリー・食料品

グランドセールエキスポ

ビューティ・スパー・ヘルス グラン

ドセールエキスポ
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報２５号 ２０１０年５月２８日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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